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堺市人権施策推進審議会会議録（概録） 

 

日 時：平成３０年１０月２２日（月） 午前１０時から 

場 所：堺市役所 本館３階 大会議室１ 

出席者：（委員） 

中井委員、西田委員、岡田委員、小倉委員、金丸委員、新ヶ江委員、 

中田委員、堀委員、山口委員 

（堺市） 

河村市民人権局長、西田人権部長、藤原学校教育部部理事、 

黒田人権企画調整課長、出野人権企画調整課参事、松村人権推進課長、 

太田人権教育課長、坂本人権企画調整課長補佐 

（傍聴人）０人 

（開会） 

１ 委員紹介 

２ 審議案件 

（１）ＬＧＢＴなどの性的マイノリティに係る取組について 

○黒田人権企画調整課長  人権企画調整課の黒田でございます。本日はどうぞよろしく

お願いいたします。 

 案件１、ＬＧＢＴなど性的マイノリティに係る取組について説明させていただきます。 

まず資料１、ＬＧＢＴなどの性的マイノリティに係る取組についての資料をご覧くだ

さい。現在、ＬＧＢＴなどの性的マイノリティの方々は社会の理解不足から少なからず偏

見を持たれ、社会生活の様々な場面で困難な状況に直面しておられます。しかし、近年、

一部自治体や民間企業において、これらの方々を支援する取組が行われてきています。そ

して、本市におきましても、これまで市民啓発や研修、相談事業等を行ってまいりました

が、より一層理解促進や支援の取組を推進していく必要があると考えています。 

 それでは、資料２をご覧ください。まず、これまでの取組について報告いたします。こ

ちらはこれまで本市で実施してきました取組を記載しています。 

 まず１、市民啓発として、講演会や映画上映会、また、大型商業施設での啓発パネルの

展示等を実施してきました。昨年は北花田のイオンモールで開催しました。職員研修とし

ては、相談窓口の担当職員への研修のほか、今年度は、原則各課１名ずつ選任し、全庁に

約３００名いる人権主担者に対して研修を実施しました。この研修は、当事者団体の方等

によるパネルディスカッション形式で行い、当事者の方が置かれている現状等について生

の意見を聞く機会となりました。 

 続いて、資料２の裏面をご覧ください。教職員の研修としては、教職員のほか学校管理

職、養護教諭、ＰＴＡの方への研修を実施しています。そのほか各学校の保健室への関連
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図書の配架や、啓発ポスターの掲示等も行っています。また今年度は社会福祉施設等の民

間事業者に対しても研修を実施しました。 

 次に２、当事者支援の取組です。これは、昨年１２月から専用の相談ダイヤルを設置し、

当事者の方に加え身近な方等からも相談をお受けしています。さらに、今年５月からは弁

護士相談も実施しています。お手元に配付しています啓発カード、これも今年度作成し、

その専用ダイヤルを掲載しています。この啓発カードを配布し、相談窓口の周知に努めて

いるところです。当事者の方に配慮した取組としては、平成２８年度に、本市の公的書類

や申請書等に記載の性別欄について、真に必要があるかどうか各所管において再度確認を

行い、不必要な性別欄については廃止をしています。以上がこれまでに実施してきた取組

です。 

 次に資料３です。新たな取組として、現在、人権部において検討を進めていますパート

ナーシップ宣誓制度（案）の概要です。これまで他の自治体の状況等、先行して導入して

いる自治体の制度について研究を進めてきました。それらも参考に、本市における制度に

ついて、これまで検討を続けてきました。また、この素案については、先般、当事者団体

の方からもアドバイスをいただき、それらも踏まえて本日、この制度案を作成しています。 

 この制度の概要ですが、当該制度はお互いを人生のパートナーとし、日常生活において

相互に協力し合うことを宣誓した性的マイノリティの方々に対し、宣誓書受領証を交付す

るものです。この制度は宣誓した事実を市が証明するもので、結婚制度とは異なり、法律

上の権利や義務が発生するものではありません。また、後ほど説明しますが、現在検討中

の堺市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱、これに基づき実施していきたいと考

えています。 

 ３、宣誓の方法です。まず、事前に電話またはメール等で来庁の日時を予約していただ

きます。これはプライバシーの関係から、宣誓していただく場所として会議室等の個室を

確保する必要がありますので事前予約制にしたいと考えています。そして、予約いただい

た日時にお二人そろって来庁し、人権部職員の面前でパートナーシップの宣誓書に署名を

していただきます。その際に必要書類等で要件を満たしているかを確認し、確認ができれ

ば宣誓書受領証の即時発行を行うといった流れを考えています。 

 次に資料４です。こちらが制度の詳細を定める要綱、堺市パートナーシップ宣誓の取扱

いに関する要綱案の説明資料になっています。 

 まず第１条で趣旨、堺市平和と人権を尊重するまちづくり条例の理念に基づき、一人ひ

とりがお互いに人権を尊重し、ありのままを認め合いともに生きる社会をめざすという要

綱の趣旨を定めています。 

 第２条で用語の定義をしています。先進的にこういった制度を導入された渋谷区や世田

谷区などでは同性、つまり戸籍上の性別が同じであるカップルを対象としていますが、ト

ランスジェンダーの方の中には、戸籍上の性別が自認される性別となっていない場合もあ
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りますので、札幌や福岡、大阪市と同様に本市においても戸籍上の性別が、同性かどうか

を問わないようにしたいと思っています。 

 次に第３条で対象者の要件を規定しています。 

 １つ目がともに成年者であること。こちらは改正民法が成立し、２０２２年に成年の年

齢が現在の２０歳から１８歳になり、また婚姻の年齢も男女とも１８歳になるということ

から、本市も開始当初は２０歳以上そして改正民法が施行される２０２２年には１８歳以

上としたいと考えておりますので成年者という表記にしています。 

 ２つ目、少なくともいずれか一方が市民または転入予定者であるということ。これまで

制度を導入しているほとんどの自治体では、双方とも市民あるいは転入予定者であること

を要件としていますが、婚姻制度の男女間のカップルで住所地が異なっている方というの

も当然いらっしゃいます。本制度は婚姻制度とは異なりますが、なるべく当事者の方が利

用しやすい制度をめざしていますので、少なくともいずれか一方の方が堺市民または転入

予定者であれば認めていきたいと考えています。これは７月に制度導入した大阪市でも同

様の要件としていますので、隣接する自治体で大きな差が出ないようにしていきたいとい

う考えもあります。 

 ３つ目、ともに配偶者がなく、かつ当該当事者以外の者とパートナーシップ関係にない

こと。こちらも婚姻制度と同様の取り扱いをしていきたいと考えています。 

 ４つ目が婚姻をすることができない近親者同士の関係にないことです。これは民法で定

められています親子間とか祖父母と孫、兄弟、姉妹間、おじ、おば、おい、めいなど婚姻

できない近親者は、この制度においても対象外としたいと考えています。ただ当事者の方

の中には、婚姻できないためにやむなく戸籍上の養子縁組、養親子関係を結んでおられる

方もいらっしゃるとお伺いしていますので、そういった方々への配慮として、養親子関係

にある方につきましては本制度の対象としたいと考えています。以上が対象者の要件です。 

 裏面に移っていただき、第６条では、通称名の使用を可能としています。トランスジェ

ンダーの方の中には、日常生活において戸籍上の氏名を名乗ることに困難を感じており、

通称名で日常生活を送られている方もいらっしゃると聞いています。そういった方にも配

慮した対応を考えています。なお、その際にも第４条に規定のとおり、本人確認は確実に

行いたいと考えています。要綱案の説明については以上です。この要綱案については、こ

れから庁内の法制文書の担当課と調整しますので文言や表現等が若干変更になる場合があ

りますが、大筋の内容はこのように進めていきたいと考えています。 

 今後のスケジュールですが、本日、当審議会に諮らせていただき、委員の皆様からいた

だいた御意見等も参考に早急に要綱の内容を確定し、年度内には市民の皆様への周知を行

い、来年４月に制度を開始したいと考えています。 

 パートナーシップ制度以外の今後の取組としては、市のホームページの充実や職員向け

のガイドライン等の作成も考えています。案件１についての説明は以上です。 
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○中井会長  ありがとうございます。それでは、ただいまの御説明につきまして御意見

御質問を出していただければと思います。 

○中田委員  よろしいですか。当事者支援の取組のところですが、平成２９年度に人権

相談のダイヤル設置と、それから平成３０年度に弁護士相談を実施されているということ

なのですが、件数はどれぐらいかということが１つと、この啓発カード、これはどこで市

民に配布しているのかというのを教えてください。 

○松村人権推進課課長  答えさせていただきます。 

 まず、相談件数ですが、平成２９年度は１２月１日から３月３１日までで、延べ件数で

１１件、それから実件数で８件となっています。続いて、平成３０年度、９月２８日現在

ですが、延べ件数が６件、実件数が３件となっています。 

 それから弁護士相談ですが、今年の５月から開始しまして、月に１回、第４水曜日とい

うことで設けています。今のところ件数としては、１件予約が入っていて、初めての方が

今度１０月に相談をしていただくという形になっています。 

 それからこちらのカードですが、まず、行政と学校でお配りをするということで進めて

います。各区役所の市政情報コーナーや窓口、それからそれ以外の市の施設であるとか、

小中学校等にお配りをしているという状況です。 

○中井会長  中田委員、よろしいでしょうか。 

○中田委員  はい。 

○中井会長  はい、お願いします。 

○山口委員  ＬＧＢＴにつきまして積極的な取組をされていることは非常にありがたい

とは思うのですが、そのパートナーシップについて、具体的に質問をまず１つさせていた

だきます。パートナーシップ宣誓というものについて市が受領証を発行する、発行された

方々のメリットはどういうものでしょうか。 

○黒田人権企画調整課長  現在のところ、市の関連した取組というのは具体的には挙が

っておりませんので、それはこれからということになると思います。今のところは民間事

業者において、携帯電話の家族割や航空会社のマイレージの共有等に活用できると考えて

います。 

○山口委員  いわゆるＬＧＢＴの方々だけが役所へ２人で来て宣誓しなさい、宣誓すれ

ば受領証を発行しますよ、こういう扱いを少し疑問に思います。それはなぜかというと、

今、国でＬＧＢＴの人々への差別をなくす禁止法を、超党派の国会議員の議連が２回ほど

提出していますが、それは与党の反対にあって法案として通過していない。なぜ、通過し

ないかというと与党側いわゆる自民党や公明党ですが、その考え方は差別を禁止する制度

だけを慌てて作っても、国民のほとんどがＬＧＢＴというものを認知していないし、理解

もしていない中で、教育や啓発活動が先ではないかと。パートナーシップ制度というのは

あたかもいいように思うのだけれども、文科省がＬＧＢＴＱ＋の問題について学校教育や
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社会教育、職場教育等について実際にカリキュラムを組んでやっているかというとなかな

か遅々として進んでいない中で、要するに国の上位法の裏づけがない中で、普通、結婚し

ますといったときに、わざわざ２人で来て宣誓しなければならない、何か特別な書類を持

っていかなければならないというようなことがあり得るかということなのです。気をつけ

ないといけないのはＬＧＢＴの人々が特別な存在だという扱いをしないこと、そういうふ

うに受けとめられないこと、私が知る限りでは、私はレズビアンです、ゲイです、という

のを何で宣誓する必要があるのか、宣誓しなければ、社会保障が受けられないという世の

中自体がおかしいということが大もとにあるということを認識した上でこれをやっていか

ないと。カミングアウトしたくない人のほうが多いと思います。これはいいことだが、こ

の受領証をもらったからといって、婚姻届を出すときにスムーズに役所が受け入れてくれ

るのか。国ではそういう差別禁止法まではいってないけれども、例えば、福島瑞穂議員さ

んとかが頑張っている。この間、ＬＧＢＴの問題で、新潮４５で問題になったとき出てき

た、ロバートキャンベルさん。彼もわざわざあのことのためにカミングアウトして、アメ

リカで結婚式を挙げているのですね。しかし、日本に帰ってきたときに東京の限られた区

だけが、婚姻届を出すときにロバートキャンベルさんが１人で行って相手と一緒の婚姻届

を出すのだけれども、どういうことが行われてきたかというと、相手が独身かどうかの証

明書とか、相手がどこの国籍の人であるとか、そういう証明書をつけないと婚姻届を受け

取ってもらえなかった。けれども今、世田谷区とか渋谷区ではそれをやめているのです。

国の法律はないけれどもやめている。相手がどなたであっても、あなたが婚姻届を出して

きたら受け取れますよというところが新しいのです。だから、施行するのはいいけれど、

ＬＧＢＴの人たちの存在というのは今もう約１０％と言われている中で、気をつけないと、

逆に、彼らをすごく特別視するということ自体が逆に人権侵害になりかねないというリス

クを負っているということ、これを要綱の中でどうしていくかということがあると思う。

国の上位法がない中で、堺市も自治体ですから難しいけれども、安全まちづくり条例でこ

れを入れていくのは結構だけれども、本来はやっぱりヘイトスピーチについても部落差別

についても包括的性暴力禁止というような条例をちゃんとつくった上でこういう細かい施

策をやっていくことが望ましいと思うのです。すごく進んでいるような感じもするけれど、

私は逆にＬＧＢＴの人たちでカミングアウトを望まない人たちについてどうなのという配

慮がとても必要だと思う。そのあたりがカバーできるのかというところ、どうお考えなの

かなと思います。 

○河村市民人権局長  貴重な御意見ありがとうございます。我々としましては、先に、

課長から説明させていただいたとおり、ＬＧＢＴなど性的マイノリティの方々についての

理解を深めるためには、啓発活動が大切で、堺市や堺市人権教育推進協議会でも、まず、

この啓発活動からはじめさせていただいています。また、お困りのことはないかというこ

とについては相談業務ということで実施しています。今回のパートナーシップ宣誓制度に



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺市人権施策推進審議会会議録（概録） 

（開催日：平成30年10月22日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 6 - 

 

ついてですが、当事者の方々の中には、御指摘のとおりカミングアウトしたくない人もい

るのではないかというのはもっともな御意見です。ただ、社会的に存在を認められたいと

いう思いをお持ちの方々に対して、堺市として、その存在を認めるということを表すため、

今般、宣誓制度という形をとらせていただきました。このことに関しまして、我々職員の

応対については当然課題がございます。そういった点についても来年度以降で、手引きや

ガイドラインを作成し、そういった方々が嫌な思いをしないような対応がしっかりできる

ようにしていきたいと考えております。 

 この宣誓制度は、施策的にいうと、入り口の装置的な要素も強いと考えております。

我々堺市としては宣誓制度のみならず、この制度をベースとして今後どのような施策がで

きるのかという部分もあわせて、現在、全庁的に検討中でございますので、そのあたりは

今しばらく時間を頂戴したいと思っております。私のほうからは以上でございます。 

○新ヶ江委員  私自身はずっとＬＧＢＴのことを研究していまして、パートナーシップ

を施行した地方自治体にインタビューに行っています。また、ＬＧＢＴ当事者の人からも

この制度についてどういう意見を持っているのかということを、聞き取りをしていますの

で、私が今までやってきたことの背景から少しお話ししたいと思います。先ほどこの宣誓

制度を進めることに対して注意しなければいけないという御意見があったと思いますが、

私自身もそう思っているところもあります。でも一方で、こういう制度を地方自治体レベ

ルで進めていくことが非常に重要なことだとも思っていて、今現在では日本では９つの地

方自治体が制度を進めていると思うのですが、この制度は今かなり広がっていっていて、

これを地方自治体のレベルで進めていくことは国に対してもかなり強い影響力を与えてい

くものになるのではないかと思っています。この制度はほとんどが要綱レベルですが、当

事者にとってメリットがないというのは、そこは重要だと思うのですが、私はこれが第一

歩だと思っていて、これをベースにしてほかの地方自治体ともネットワークをつくりなが

らさらによいものをつくっていくように進めていくことが重要ではないかと思っています。 

 もう１つは、ほかの国の事情を見ていくと、やっぱり地方自治体レベルで動いていって

国の法律が変わっていったという事例もかなりたくさんありますので、そういうふうに進

んでいけばいいと思います。しかし、日本の国の状況に関しては少し懸念しているところ

があります。これがもし要綱レベルだけでとどまってしまうと、国としてはＬＧＢＴに対

するそういう施策は地方自治体レベルでやっているのでこのままでいいとなってしまうこ

とが一番恐ろしいと思います。そうではなくてこの制度をもっと当事者の人たちにとって

よいものにしていく。この制度ではほとんどが法的な保障というものが何もないですよね。

例えば遺産の問題にしても、保険の問題にしても何のメリットもない。でも当事者の人た

ちにとってはやはり存在を認めてほしいということでこういう制度を市とか地方自治体レ

ベルでやってもらうということに対して、積極的に利用したいという人もいると思う。だ

からそういう人たちにとってはこの制度はいいと思うのですけれども。 
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もう１つカミングアウトの話をされて、それは非常に重要なところで、私がインタビ

ューした人の話だと、やはりなかなかカミングアウトができないのでこういう制度があっ

ても利用できないという方もいらっしゃいました。なので、やはりその啓発とこの制度の

実施は両輪でやっていかなければいけないことであって、啓発というものをもっと市民レ

ベルに根づかせていくようなそういう啓発活動を行っていく一方で、さらにこの宣誓制度

も充実させていくような両方が必要だと思っています。 

 もう１つは、先ほどのＬＧＢＴの方が特別視されることの話がありました。その話も実

は当事者の人の話から出てきていて、やはり同性パートナーということで自分たちを特別

視して欲しくないという人も中にはいらっしゃるのです。そこで、この制度の要綱の案を

見ると、第２条の２のところですが、パートナーシップの関係の定義のところで、一方ま

たは双方が性的マイノリティであるものと書かれていて、異性パートナーはこの制度を利

用されないわけですよね。これはほかのところでも議論があったと聞いたのですが、広く

は法律婚ではない事実婚ですよね、そこのところも法律と関係してくる部分だと思うので

すが、異性のパートナーの人たちも利用できるような制度にすれば別に同性パートナーが

利用するということに限定されないと思うので、もっとそこのところを広くとっても、い

いのではないかというところが私の意見ではあります。でも、それはまだ他の地方自治体

ではやっていないと思うので、これを制度として実施されるのであれば、ほかの地方自治

体とも広く連携をとって、もっとよいものにしていくようにというところは、ぜひ、堺市

が中心になってやってもらえればいいのではないかと思いました。私の意見としてはぜひ

これを進めていっていただきたいと思っています。 

○岡田委員  私は山口委員がおっしゃったことはすごく大事だと思っていまして３点ほ

ど私の個人的な意見を言わせてください。 

 パートナーシップ、これは入り口とおっしゃっているわけですが、具体的には例えば、

病院のお見舞い、家族しか面会できませんというような規定をつくっているところに対し

てどうアプローチしていくのかとか、財産の問題はどうしていくのかという、これはもう

上位法でないとなかなか解決できない部分があって、実際問題、上位法の改正を早く国に

やっていくようにということを堺市も言っていかないといけないと思っています。 

 ２番目は、啓発活動でも、実際にかかわる人が出てきて、病院であるとか介護者である

とかというところは緊急にこういった問題が出てくるだろう、もちろんカミングアウトし

ない方々もいらっしゃった中でこういったことは出てくると思うのでせっかくこういう制

度があって啓発活動がされるのであれば、漠然としたアプローチではなくて、どこに特に

やっていかないといけないのかというアプローチをお考えいただきたいなと思っておりま

す。 

 最後ですけれども、このヘイトスピーチの話もあるのですが、実はこのヘイトスピーチ

って別に部落差別だけに出てくるわけじゃなくて、それこそＬＧＢＴもあれば、在日の
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方々、外国人の方々にもあればと、包括的にこのヘイトスピーチの議論をしないとある特

定のところだけをやっていると非常に視野が狭くなる議論になってしまって。どういうふ

うにこのヘイトスピーチもＬＧＢＴも含めて包括的な議論をするのかっていうあたりが欠

けているような感じがしています。その辺はこの人権施策推進審議会がやらなければなら

ない大きな課題だろうと思っています。この辺りをまた議論する機会を与えていただけれ

ばありがたいです。 

○中井会長  ありがとうございます。 

○山口委員  パートナーシップ宣誓条例の宣誓っているのかというのがあるのですけれ

ど。パートナーシップ条例でいいのにというのは、今、新ヶ江先生の話を聞いてもわかり

ますが、第一歩であるにしても説明が必要な施策であると思います。こちらの配慮も必要

だと。ＬＧＢＴの堺市の取組として抜けているところがね、意識だとかの話、教育だとか

啓発というだけではなくて、実際に大仙公園の世界遺産をめざす仁徳陵の前におもてなし

トイレというのをつくっているのです、今回。そのおもてなしトイレは当然ＬＧＢＴの人

に対して配慮をした初めてのトイレです。今、堺市は市議会が主導でやっている話ですけ

れども、この間も私たちは議員研修でＴＯＴＯに行ってきました。そうするとＴＯＴＯに

限らずなんですが、堺市はこれから１０年間学校園と、堺市には公的公園が２００カ所ぐ

らいあるのですけれど、そこの公衆トイレ、パブリックトイレを全部改修していくのです

ね。そのときに全ての人の人権に配慮したトイレをつくるという取組を進めようとしてい

る。ＬＧＢＴの方に配慮しているトイレって、どこが配慮しているのか行ってみないとわ

からない。聞いてみると全国の小学校でもＬＧＢＴの子どもたちが現に存在していて。み

んなのトイレってあるじゃないですか。みんなのトイレも大体男女別のトイレがあって、

１個、ど真ん中にあるのです。ＬＧＢＴの方々に聞いたら、ど真ん中にあるとみんなから

あの人が入ったとか、身体障害者の方やオストメイトが必要な方の行列ができると自分は

入りにくいとか、いろいろある。失敗しているところは、ＬＧＢＴの象徴とされている虹

の看板をわざわざつけたり、上半身が男性で下がスカートはいている人の絵を看板にした

り。そういう失敗を重ねて今はみんなのトイレという形でやっているのですけれども。そ

の中で何を配慮しているのかというとやっぱり位置ですね。入っているところを見られた

くないということとか、当事者の意見をよく聞いて。大仙公園のあのおもてなしトイレも

そういうふうになっているのです。もちろんセーフシティの意識を生かして、女性の個室

トイレや男性の個室トイレで、上からも下からものぞきができないようになっている。性

犯罪防止ですね。中にも防犯カメラがついているのです。堺市は既にそういうことをやっ

ていっている。これから学校園に関しても、トイレ、制服、体操服に関してＬＧＢＴの人

たちに対する配慮はどうするのかとか。東京なんかではこの話は進んでいて。でもこのパ

ートナーシップ条例のある渋谷駅の前でアンケート調査をしたらほとんどの市民の方が知

らない。だけど、知っている方は、もしも、御自分の家族とかがＬＧＢＴであるとカミン
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グアウトしてきたらあなたはどうするかといったときに、受け入れをしますよ、そんなこ

とで悩まなくていいという、というような方は大体６割ぐらい。だから啓発、啓発とおっ

しゃいますが、市ができる啓発のやり方というのはＬＧＢＴの差別をなくしましょうとか、

こういうカードをつくるのはとても大事なことですが、市役所の人権部がしなければなら

ないことは、当事者を含めて、我々も含めて、仕掛けをつくること。女性差別をなくしま

しょう、部落差別をなくしましょうってそんなことは当たり前のことで、それでポスター

をつくって啓発になるのかというとそうじゃないと思うのです。当事者を含めて当たり前

の存在なのだということを言っていかないと。当たり前の存在ということを役所がいう、

私たちがいう。今にもこれで命を絶つ人がいるわけですから、悩んで、悩んでいるわけで

すから、そういう人たちの人権を保障していくというやり方というのも、これからもう少

し市民にコミットメントをするような啓発にしていかなければ。例えば、堺まつりでパレ

ードをやるとか、堺まつりに人権という話が出てくるパレードは１つしかない、ＵＮ Ｗ

ｏｍｅｎしかない。歴史も大事ですけれどこれからの未来に堺市が何を打ち出していくの

か。セーフシティという言葉も出てこない、我々がやっている。例えば、それは人権協に

やっていただいたらいいと思うのです。何かアクティブな感じで、当事者もみんな一緒に

やろうよというような形でやっていって、お互いが安心できるというのですか、そういう

啓発のあり方とか。教育に関しては副読本でも先生方につくっていただいて、やらなけれ

ばならないと思うのですね。いろんな人権研修とかも職員に向けてやっているけれど、残

念ながら、相変わらず教員や市の職員による性犯罪というのが後を絶たない状況ですので、

このあたりも含めて私は啓発、教育というものをもっとコミットメントしていかないと、

単にこういう印刷物を作ったりネットで配信しているだけではなかなか伝わりにくいので

はないかということを御提案させていただきます。だからこのパートナーシップ条例に関

してはさらに説明が必要だと思うのです。特に、ＬＧＢＴ当事者の方の中でカミングアウ

トできないとかしたくないとかいう人への配慮というのは少し説明が必要だと思う。そう

しないと堺市が偉そうに、宣誓しに来いというような印象にとられかねない。公がやるっ

ていうのはそういう公権力の発動に誤解されかねない、またそういうことを言って表現の

自由の侵害だと言って、やってくる勢力が現にあるわけですから、その辺の説明は、きち

んとしながら。第一歩と新ヶ江委員がおっしゃっていますが、確かに第一歩だと思うのだ

けれど、私は全然反対するわけではないけれど、これを受け入れたときに我が国では何を

やっているのかと言われないように、教育とか企業を巻き込んだ啓発が必要。東京では、

女性の靴売り場で２８センチのハイヒールを売っているわけです、職員の人が虹の名札を

つけたりしているわけです、そんなところが多々あります。生理ナプキンまでＬＧＢＴに

配慮した物ができてきている、それぐらい進んでいる施策も含めて啓発や理解の輪を広げ

ていただけたらと思っております。 

○中井会長  ありがとうございます。ほかに本件について御意見いかがでしょうか。 
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○小倉委員  単純な質問ですけれども、要件をクリアしてこの宣誓書受領証を交付され

ましても、具体的に結婚制度と異なり法律上の権利や義務が発生することはないと。例え

ばＵＲ住宅、今どういうふうな要件があるのか私は知らないのですけれども、大分昔に、

収入が夫さんの収入だけでは足りない場合は妻さんの収入も合算して条件がクリアできて

入れることになったという話を聞いたことがあります。そのような場合、結婚制度と異な

る法律上の権利が発生しないということはその証明も、例えば堺市の納付状況ですか、そ

の証明が受けられないとなったら、２人が暮らすその住居についてもクリアできないかな

ということがあります。この宣誓書の受領を受けた、何か具体的なメリットを表示したほ

うが、この制度が前に進むのではないかと思います。 

○中井会長  先ほど庁内での調整はこれからとおっしゃいましたけれども、そのあたり

少しコメントありましたら。 

○黒田人権企画調整課長  一般的にもよく言われているのは、おっしゃっていただいて

いる住宅の問題だと思っています。先ほどお話しいただきました、病院での、例えば、手

術の同意とかは、戸籍上の親族の方を優先されているというのが現状になっています。そ

の辺も含めまして今全庁的に声がけをして、このパートナーシップ宣誓制度だけでは、メ

リットというのも、具体的なものに関してはなかなか低いと感じておりますので、今後も

引き続き全庁調整をしていきたいと思っています。 

○中井会長  よろしくお願いいたします。それでは案件２をよろしいでしょうか。 

○新ヶ江委員  もう２つよろしいでしょうか。この制度が成立する過程について１つお

伺いしたいのですが、これは市長がリーダーシップをとってやっているとお伺いをしたの

ですが、これは議会等の承認が得られるのかということが１つ、もう１つはこの制度をど

のように周知していくのかということ、２点お願いします。 

○黒田人権企画調整課長  制度をどう進めていくかですが、条例ではなく要綱になって

います。要綱というのは役所の中の事務の詳細を確定させる内容ですので、議会に諮るこ

とはありません。内部の決裁行為で確定させるというものです。次に市民の皆様への周知

ですが、要綱が確定した段階でホームページや広報さかい等、できる限りの手法を使いま

して、市民の方への周知に努めたいと考えています。 

○河村市民人権局長  追加で説明させていただきます。今回は、特に早く進めたい事案

と考えているので、市長の権限で制定できる要綱を考えています。ただ、重要な事案であ

るため、市の幹部会議である庁議で案件を紹介し、当然のことながら議会へも説明をして

実施していきたい。先程、委員からもありましたが、市長発という話もありますが、そも

そも堺市議会の熱心な議員の皆様方の意見があってスタートしております。それに呼応し、

市長がマニフェストに掲げている項目でもあり、今回の動きとなりました。早急に取り組

むべき事案ですので、内規である要綱で進めますが、議会への説明については当然丁寧に

やっていく。その上で、市民の方へも提案をしたいと考えておりますのでよろしくお願い
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します。 

○中井会長  ありがとうございました。はいどうぞ。 

○中田委員  先ほども市の内部で調整していくということだったのですが、例えば、市

営住宅に入居するときの手続きの問題として、婚姻関係を証明する書類として、この宣誓

書が使えるのでしょうか。 

○西田人権部長  その点につきまして現在のところ調整しているというところで、結論

を申し上げる段階にはないということで御理解いただきたいと思います。 

○中井会長  ぜひ、よろしくお願いいたします。 

 

（２）ヘイトスピーチ及び部落差別解消に向けた主な取組について 

○中井会長  続きまして案件２、ヘイトスピーチ及び部落差別解消に向けた取組につい

て、事務局より御説明お願いします。 

○出野人権企画調整課参事  ヘイトスピーチ及び部落差別解消に向けた主な取組につい

て御説明させていただきます。 

まず、第１番目の法の周知について、他もそうですが、人権部のみで取り組んでいる

ということではなくて、教育委員会とか区役所とか、各所管の取組につきまして総括して

御報告したいと思っています。いずれも平成２８年に施行された法を、例えば堺市のホー

ムページあるいはポスターで周知しているところです。 

２番が本審議会でも昨年度いろいろ御意見を頂戴する中で、対応について取りまとめ、

実施しているというものです。公的施設には利用申請というものがありますけれども、そ

のときの取り扱いにつきましての統一的フローを作成し、全ての公の施設に周知いたしま

して、その取り扱いを開始しているところです。また施設の利用規約に、「ヘイトスピー

チ許さない」とか「部落差別解消法が施行されました」というロゴを掲載しまして、利用

団体の代表者を通じ全ての利用者に周知するようにしました。さらに本年に入り、改めて

先のポスターの追加掲示の依頼をしています。 

３番目に啓発及び教育ですが、例えば、職員に対しては、人権主担者研修とか入庁１

年目、３年目、係長になった人等々の階層別研修において行っている。また、教職員に対

しても実施しています。市民へも資料に記載の啓発を行っているところです。また児童生

徒におきましても人権学習の中で、これらを考える機会を設けております。 

また、相談等につきましては、人権推進課、人権ふれあいセンター、各区役所で行わ

れている既存の人権相談で対応し、必要に応じ、法務局等関係機関と連携して対応してい

ます。 

今後の取組ですが、世界人権宣言に伴う人権週間に合わせ、集約的に啓発活動を実施

したいと考えています。目に見える形としては、公用車に啓発マグネットを貼付します。

それから申請窓口に啓発サインを設置してまいりたい。さらにサインということだけでは
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なくて、サインには標語が入りますがそれだけではなく、差別解消に向けた取組に関する

わかりやすいチラシというものを配付したいと考えています。さらに本市ホームページに

おいて、専用ページを新設したいと思います。今のところ法の周知というのはさせていた

だいておりますが、それを見ればいろんな情報が得られる専用のホームページの立ち上げ

を考えています。さらには、引き続き、市民向け講演会の開催、御要望に応じ自治会、企

業等、あるいは外郭団体等も含めまして講師派遣を行うことによって啓発を進めてまいり

たい。これらを通じ、差別を許さないという社会の実現に向けて啓発、教育に取り組んで

まいりたいと考えております。 

○中井会長  ありがとうございました。ただいまの御説明につきまして御意見、御質問

等どうぞお出しください。 

○金丸委員  去年、一昨年でしたかね、この２つは。障害者差別もあったと思うのです

が、それは取組はなかったのでしょうか。 

○出野人権企画調整課参事  三法が平成２８年に成立しまして、私ども特に人権部で優

先的に取組させていただきましたのが、このヘイトスピーチ及び部落差別ということで、

障害者差別解消法に一切何も啓発しないということではございません。あくまでその所管

におきまして、多くの啓発活動が実施されています。人権部におきましては昨年度及び本

年度はここに集中してさせていただいたということです。 

○中井会長  いかがでしょうか。堀委員、どうぞ。 

○堀委員  金丸委員と同じ意見で、障害者差別解消法が実施、施行されたので、三法が

相互にいい意味で影響し合って、人権状況が少しでも改善してほしいと思いますので、障

害者差別解消法も一緒にやっていただきたいと思います。 

○西田人権部長  ありがとうございます。御承知のとおり障害差別解消法は、例えば、

合理的配慮とかその辺をメインとしての施行になっていると理解しておりまして、本市の

場合は障害者の担当部署もあり、主にそちらのほうで実施しているのですが、おっしゃっ

ていただいたように三法連携しての啓発というのが１つの効果的な取組だと改めて思いま

すので、この辺につきましては、また考えさせていただきたいと思います。ありがとうご

ざいます。 

○中井会長  ありがとうございます。 

岡田委員が言われたこととの関連で、この審議会で取り扱うときの見せ方に違和感が

あるように思います。ヘイトスピーチ及び部落差別解消に向けた取組と言うと、もちろん

上位の法律ができたからそれに対応して何をやっているのかということで私たちも議論し

ていますが、先ほどのＬＧＢＴもそうですが、ヘイトスピーチというのは全ての差別に対

して、施策を打っていけばいくほどそれが特権に見える人たちにとってはヘイトの原因に

なっていく、動機になっていくという構造があります。ヘイトスピーチは全ての差別に広

がっている問題であり、その中に部落差別もあればＬＧＢＴもあり障害者もある。法律は、
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本邦外出身者ですけれども、まさに在日の方であり、北海道ではアイヌの人々に対してと

いうような広がりを見せていっている問題ですので、見せ方に工夫をしていただいたほう

がこの審議会が取り扱うテーマとしては適切だと感じました。 

 山口委員、お願いいたします。 

○山口委員  当然新しく法律ができて周知しないといけないし、市民の皆さんに法律を

周知して、こういう差別はいけないですよという啓発は必要だと思うのですが、人権の問

題、あるいは差別の問題というものをＳＤＧｓの枠で広く捉えていって位置づけを決めて

いかないと。バラバラなのです、今まで。せっかくこんなにいい意見が出ていても、ＬＧ

ＢＴの問題はこうです、部落差別の問題はこうです、障害者の問題、女性の問題、セーフ

シティ、バラバラで個別の教科のように見える。例えば、国語算数理科社会。そうじゃな

いでしょう。堺市は６月にＳＤＧｓ未来都市に選定されているのです。当たり前にみんな

が自分の人権をお互いに共有してお互いに認め合ってという社会をつくっていくという大

枠のところで、ＳＤＧｓという世界共通１９３カ国の目標がある。そんな話がこの審議会

で出てこない。それはそれ、これはこれになっている。だから啓発が成功しない。先ほど

おっしゃったようにＬＧＢＴのパートナーシップ宣誓をさせるのであれば、堺の病院では

パートナーの症状とか手術するかしないかとか聞くことは違法にはなりませんよ、そこま

でできるかどうか難しいとは思うのです、難しいとは思うけれど堺でできること、堺は総

合医療センターにＳＡＣＨＩＣＯと連携した性暴力被害専門の診察室をつくっているので

す。そこはワンストップセンターになって、そこへ行って警察に訴えたければそこに警察

が来てくれる、そして性被害を受けた人たちのフォローを専門医がしてくれるというシス

テムをつくっているじゃないですか。施策というのはそこまで面倒を見ないと。場当たり

的に、はいこれやりますじゃない。川崎市は、すごい人権のパンフレットつくっている。

だからこの会議で１回川崎市に行ってもいいぐらいです。そういうことをしないでしょ。

がちがちの予算の中で、人権は予算がないとか教育は予算がないとか言いますが、そうい

うことじゃないと思うのです。堺市はＳＤＧｓ未来都市に選定されたから未来都市計画と

いうのをつくったけれど、ＳＤＧｓの中で１番弱いのが教育と人権なのです。どういうこ

とですか。環境ばかりがＳＤＧｓではない。１番大事なのは誰１人取り残さないという理

念を実現することなので、人権や医療や福祉や教育が主流でないとおかしいと私は思って

いるのです。ハードの施策、トイレをつくったりするのはすんなり受け入れられる。これ

は差別ですよ、部落差別を許すな、ヘイトスピーチを許すなというような、人に禁止を要

請するような啓発のあり方っていうのも。許してはだめなのです、許してはだめなのです

けれど、許すなっていう文言を窓口に貼って、それが何。こんな法律ができました、それ

が何って話です。本当に理解してもらうためにはわかりやすく、啓発や教育っていうのは

楽しく明るくやらないといけないのです、問題が深刻だから。啓発をやるときに一対多の

講演形式のうなずき学習はやめて、ワールドカフェ方式にしながら、一人ひとりの声を吸
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い上げていくというようなやり方も含めて。人権でやっているのはこの差別だけ違います

よ、これだけの枠組みがある、その中で特化して新しい法律ができたということです。中

井会長がおっしゃったように、こんな並べ方したら誤解されますよね。ヘイトスピーチ・

部落差別というようなこんな表現は違うと思うのです。両方とも同じようにやっていきま

すよということで非常に合理的につくられたつもりかもしれませんが、これしか見えない

人もいるから気をつけていただきたい。ＳＤＧｓのこれですよというような形でやってい

かないといけない時代じゃないかなというように思います。よろしくお願いします。 

○中井会長  ほか、いかがでしょうか。堀委員、どうぞ。 

○堀委員  私、府下の他の市町村で同和問題に特化した問題を解決する委員会というも

のに出ていろいろと意見を交わしているのですが、その市町村の部落問題に対する学校教

育の取組の実態を把握するということで報告してもらいました。各学校の取組は減ってき

ています。校長判断で全然部落問題に触れない学校もあります。そういう現状を教育委員

会が委員会に出してくれました。人権教育の取組を一生懸命やっている人もいる。年度ご

とに決起集会をやっているところはやっているのですが、全体的に部落問題に対する取組

は少なくなってきています。それで本当にいいのかなということをみんなで議論しました。 

 私は今まで障害者問題とか障害児教育というのを考えてきたのですが、例えば、今度自

分の子どもが大学に入るという保護者が大学に訪ねて行ってちゃんとやってくれるかと尋

ねたら、そこの大学の窓口の人が、そうですか、十分できていなかったからこれからやり

ますとおっしゃる。また別の話で神戸の話ですが、車椅子の人が地下鉄に乗るときいつも

最後まで待たされるのです。どうしていつもそうなのだと言ったら職員の人が考えますと

言って、また行ったら駅長が出てきて職員に通知しますといいました。そういうことでは

不十分だと思います。先ほどの大学にしろ、地下鉄にしろ、それはそれでやるのです。個

別対応で文句を言ってきたり困ったりしたら、やりますと、それで終わっているのです。

どういうことかというと、障害者の人たちが大学も含めて学校、今までそういう場が保障

されていなかった。それがようやく障害者権利条約として多くの人たちによる差別に対す

る戦いの結果、条約に結実したということです。車椅子なんかもバリアフリーとか、そう

いう意識が強くなってきたのですけれども、結局個別対応で終わっているのです。そうす

ると今日のような取組を堺市がやっていただくのはいいですけれども、啓発が空転するの

です。 

 つまりそれまで女性問題とか障害者問題とか性の問題も含めて歴史の積み重ねがあって、

戦いがあって、部落差別も含めて、そういう歩みというのがあって、今こういう具体的な

問題があるというようなことを踏まえた研修はなされていない。今おっしゃったように、

そういうことおかしい、そんなことするなと言って、いわば正義による注意をするだけな

のです。だから啓発というときに何をもって啓発と言うのか、啓発の質というのが問われ

なければいけないのです。そして、それを受けた市民あるいは子どもが本音をちゃんと言
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っているかということ、それは厳しいです。だからそういうことにも目を向けなければい

けませんよね。だから三法ができましたが、なぜできたのかですよ。できて行政は法律に

基づいてやるのです。御旗があるし圧力もかかってくるから。だけどやるだけ。それがど

ういう質でなぜそういう法律が歴史的な経過も含めて生まれてきたのか、何が大事なのか。

啓発のフィードバックとか質をいつも取り戻さないといけないのですけれども、こういう

審議会に行くと、私も委員に出ているわけなのですが、私の役割は何だろうかと考えてし

まいます。行政の役割にお墨つきを与えている結果になっているかもしれない。それは残

念です。こういうことが起きて三法がどうしてこういう形で出てきたのかということをシ

ビアに受けとめて、啓発のあり方とかを問い直していかないと空転していきますよね。や

ればやるほど陰湿なものは温存されていきます。そう思います。 

○中井会長  大変貴重な御意見をいただきました。 

 はい、新ヶ江委員。 

○新ヶ江委員  私も山口委員と堀委員がおっしゃったことに全く同意するのですが、大

阪市立大学で国際交流を人権の分野でやっていて、東南アジア地域との国際交流をやって

いるのですが、例えばタイとか台湾とかは人権の問題にとても熱心に取り組んでいる国で

すが、独裁政権であったり、戦争とか紛争を経て、いかに人権というものが重要なのかと

いうことが、特別な人ではなくて一人ひとりにとってとても重要な問題となっているので

す。なので、日本の場合はとても特異に見えるのです。先ほどおっしゃったように、ＬＧ

ＢＴ、部落差別、在日コリアンの問題とかいろんなものが個別化されてそれぞれに対策を

とっているのですが、逆に見るとマイノリティの人たちを個別化していってマジョリティ

の権力を強化しているようにも見える。そこがほかの国と異質に見えているところで、堀

委員がおっしゃったように、特別にこういう審議会でそれをサポートしているように見え

るのが、一見すると権力に加担しているようなところもある。総合的な視点から人権の問

題は特定の人の問題ではなくて、私たち一人ひとりにとって、とても重要な問題で、ほっ

ておくと私たちの人権というものもなくなってくるのだよという視点が欠けているという

ところに日本の人権施策の怖さがあると思うのです。もちろん国の施策としてこういう法

律をつくっていくということは非常に重要なのですが、地方自治体でできることっていう

のも多いと思うのです。それが国に対して圧力をかけていくというようなところもあると

思うので、国がやっているから地方自治体が請負みたいにやるというのではなくて、市と

かのレベルで新しい点とか、こういうふうな人権施策をやっていったほうが、一人ひとり

の人権を考える上で重要なんじゃないかという視点から、ぜひやっていただきたいと思い

ました。 

○中井会長  ありがとうございました。 

○西田副会長  堀委員と同じ他市の審議会で議論をしてきた経緯もありまして、今日の

資料を見ていますといくつか考えるところがあります。市民向けにはこれだけのことをや
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っています、今後さらにわかりやすいものにしていきますという、すんなり読めるメッセ

ージではあるのですが、市民の意識の実態を踏まえると、こうした現状認識でよいのかど

うか気がかりです。他市の実態については、学校教育での人権教育がかなり後退している

し、市民向けの啓発についてもわずかな発信しかなく、「これだけのものでしかないの

か」と驚かされる内容でした。市民の中には、人権と表現することに対してアンチを唱え

ることがあたかも正義であるとするような意識も広がっている実態があります。そこをき

ちんと踏まえたうえで、アンチなどのメッセージに対して押し返す発信、啓発や教育はど

うあるべきなのかという、大きなデザイン、検討が必要なのだということを、今日の委員

の皆さんの御意見からも改めて確認できたように思っています。 

○中井会長  ありがとうございました。 

  

（３）その他 

○中井会長  続きまして、案件３、その他について事務局より御説明をお願いいたしま

す。 

○松村人権推進課長  人権推進課から今年度起こりました差別事象について１件御報告

させていただきます。発生日は平成３０年７月１２日（木）、インターネット上への同和

地域を揶揄するような書き込みがあったという問題です。 

 概要は、最初、市内の事業所のホームページ上の問い合わせフォームに「問題のあるＵ

ＲＬ」があるという書き込みがありました。事業所がそのＵＲＬを調査したところ、該当

するツイッターを発見し、その前後の記載の内容から確認したところ、記載したと思われ

る従業員の方が特定された。その方を呼び出し、確認したところ、「自分が書きました」

と認めたというものでございます。事業所としては、速やかに従業員本人に、上司の立ち

会いのもとツイッターの削除を行わせ、当該事象の問題を指導するとともに、翌日には市

内の舳松人権歴史館へ行ってフィールドワークなどの研修もしたということです。また、

本人は反省し申しわけないとの発言がありましたということを堺市は報告を受けておりま

す。人権推進課の対応としては、ツィッターの確認はしましたが該当箇所削除済みであり、

画面上での確認はできない状況でした。 

 また、どういう研修を事業所として本人にされたかということでお聞きし、今現在も部

落差別が原因で悩んでいる方がおられるので、そういう方へ共感できるような研修につい

て追加でお願いしました。 

 私どもでは、今回のことで課題が３点あると捉えております。まず１点目が同和問題と

か部落差別に関する研修に工夫が必要だろうと。当該従業員の方は、学生時代にマイノリ

ティについて学ぶ機会があったとおっしゃっているそうです。そういった言葉がありなが

らなぜそういう書き込みをしてしまったのだろうか、そこには何か原因があるだろうと考

えています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺市人権施策推進審議会会議録（概録） 

（開催日：平成30年10月22日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 17 - 

 

 ２点目はインターネット上に氾濫する差別表現をあたかも事実であるかのように捉えて

いるということもありました。この従業員の方は「同和問題、部落差別について、きちん

と学んだことはない」「部落差別に触れたことはありませんでした」という言葉もあり、

「マイノリティ」についての学びがあるにもかかわらずネット上で差別表現を真に受けて

しまったということをおっしゃっていたということです。 

 ３点目は、今まで私ども人権部といたしましては「差別の落書き」を実際に書かれたも

のを対象にしておりましたので、その対応マニュアルでは、「書かれたものは保存してく

ださい、職員がその場に行って確認をします」というものになっていました。もし、ネッ

ト上の差別的な表現を書いた人が見つかったときにはどういう対応をするのかということ

を加えマニュアルを書きかえているところです。また、先ほどから、研修についての見直

しとか根本的な考え方が必要だといわれているところは非常に重く受けとめており、今後

の方針としまして、研修内容として、他者への共感とか社会的包摂とかといったものをベ

ースにした人権研修が必要だろう、そのためにも何よりも交流をベースにした体験型の研

修を今後は企画していかなければならないと考えています。 

 また先ほどから御意見をいただいています、人権問題のカタログを表面的に学ぶ結果に

なっていないか、といったことは研修として今後もやっていきたいと考えています。なお

人権とネットリテラシーの問題ですが、学校現場ではネットに関する人権の問題というの

は非常に厚く取り上げられていますが、成人に対する生涯学習としてネットリテラシーの

問題をどう広げていくかということも方針として持っておかないといけないと考えていま

す。研修の機会ですが、既存の研修の有効活用として、市民向けの研修や本市の職員研修

である主担者研修や職場研修などの場を活用すること。もう１つは人権教育推進協議会、

特に今回の問題に関係する企業部会という部会もありますので、そういう市民も巻き込ん

だ研修の場の提供といったことも考えていきたいと思っています。 

○中井会長  ありがとうございます。残念な事象なのですが、ただいまの御説明につき

まして御意見、御質問ありましたらどうぞ。山口委員。 

○山口委員  これは条例か法律に基づいてそういう報告の仕方をなさっているのですか。

それとも慣習でやっておられるのですか。差別事象の報告ですと言われたら、女性差別な

んか日常的にあるのですよ。そこらで毎朝毎朝痴漢しているおじさんを引っ張ってきて、

言えばそうやってくれるのですか。それはあくまで部落差別の差別落書きでたまたま今回

はツイッターだったということで、その１件だけをここでそれだけを差別事象として御報

告されるのは違うでしょと意見申し上げたと思います。重要な差別事象ですよ。だけど障

害者の方々が無人駅を利用するっていうのは差別じゃないのですか。女性が毎日のように

性被害にあっているということについてはどうですか。差別事象という言い方が間違いで

すよ。部落差別に関する差別落書きの事象という形で御説明いただくのであればわかりま

すけれど、一般的に差別事象の報告がその他の案件に入っているというのは、何に基づい
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てそうやっているのですか。 

○河村市民人権局長  ただ今の件ですが、私の記憶の範囲では、おそらく慣習的にやら

せていただいていると思います。委員のほうからありましたが、部落差別に関しての差別

事象ですとか、そういったことで案件は絞って説明するのか、もしくは委員のほうからあ

りましたように差別事象については部落差別に限らず女性の問題、障害の問題、いろいろ

あると思いますので、そういったことの報告のあり方についても今後検討させてほしいと

思いますので、いましばらくお時間頂戴したいと思います。 

○山口委員  何年も前に人権協で申し上げたと思いますが、全然改善が見られない。私

たち委員が言っていることは、あなた方のそういう仕事のやり方が変わらない限り生きた

啓発とかができるはずないのです。何も考えないで慣習のまま差別事象ですって。差別事

象って考えたらわかるじゃないですか。全ての差別が差別事象、じゃあ一緒に報告してく

ださいということです。ネットの上でどれほどの女性差別やヘイトスピーチがあるのです

か。それについて件数すら言わずにその１件だけを言うというのは、差別落書きに関して

はこれだけとっちめられますよということですか。それだけ企業責任問われますよ、それ

ではほかの差別はどうなのですかという話になるのが普通じゃないですか。 

 今日の審議会の会議録なんて１冊売りに出せるぐらい中身が濃いと思います。今年も審

査をやりますけれど、私からの人権メッセージでもそうじゃないですか、２千何百作品が

子どもたちから出てくる中で、被差別部落の問題で出てくるのが１件か２件なのです。な

ぜだろうと思ったら、堺市９４校小学校あって、中学校が４４校、高校が１校、私立も含

めてですが、全ての人権問題に関して調査をしたことがある。そうすると小学校でしたら

６年間に３時間ぐらいしかしてないのです。それも全ての人権問題には至らない。大概が

部落差別の問題１時間とか。子どもたちの人権教育ってそんなものなのです。今度、１８

歳で成人になる、有権者になるので、国は主権者教育をやれとか、道徳もやれとか言って

いるけれど、主権者教育だって割り当てられている時間が既に国から高校３年間で５時間

しかないのです。５時間でどんな主権者教育ができるのですか。 

 さっき堀先生がおっしゃったように日本でも女性の参政権は勝ちとった参政権ですよね。

部落の問題に関しても運動の成果ですよね。だけどそういうやり方を新陳代謝してもっと

自由な発想で。人権推進課長はすごくよく勉強されていて、複合差別の問題とか、総合的

に人権問題を見られる能力を持っておられるわけで。今度はもう少し世界の人権のことを、

先ほど新ヶ江先生がおっしゃいましたが。私もつい最近、カナダでグローバルセーフシテ

ィのミーティングに参加させてもらいましたが、世界での人権問題に関する啓発の仕方は

全く違います。これはこれ、あれはあれって分けて考えない。部落差別の差別落書きのみ

報告を差別事象としてするというスタンス。それがもし慣例で行われているなら。私それ

は大事だと思います、そのことを我々が知ることはすごく大事、だけどそれだってこうい

う会議とか人権協だけで報告するだけじゃないですか。市民は何が起こっているのか知ら
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ない。それを知らせることがいいのか悪いのか検討の余地はあるかもしれませんが、いき

なり差別事象ですって何のことかなって思ったら１件だけそういう話っていうのはとても

違和感があります。だから言うのであれば全ての差別をまとめて言ってほしいです。でど

うしたのかっていうのと。その１件の話が全体の人権啓発につながっているということで

す。何十年もずっと言っている。で何ら実態は変わっていないわけです。私たちは実態を

変えていかないと意味がない。そういうやり方で報告をして対処が大変かもしれないけれ

ども、それってここで報告してどうなのって話ですよね。だからしないでくださいってい

う意味じゃないですよ。仕方に違和感がすごくあります。もったいないです。今、局長に

答えていただいたので、それで結構です。ぜひ新しいデザインに変えてほしいと思います。 

○堀委員  私も一言。もう既にお気づきだと思うのですが、どうして先ほどの報告が

「その他」として付け加える形でなされるのかということは、本審議会の本質的なあり方

が問われていると思います。それをもう一度見直す必要があるのではないでしょうか。 

○中井会長  ありがとうございました。 

小倉委員、どうぞ。 

○小倉委員  私は法務局の人権擁護委員としてここに出席しています。擁護委員のほう

でも各学校に出向いて人権の花を咲かそうということで、チューリップの植栽をし、その

ときに人権教室をしたりとか、去年は中学生だけだったのですけれど、今年からは申し込

みがあった学校だけですけれども、スマホ人権教室、それは法務局でそういった活動をし

ていまして、堺市の子どもについては、山口委員がおっしゃっただけじゃなくて、我々の

立場から言うと、もう少し人権について教育を受けております。ただ、法務局で主な人権

課題として１７項目挙げています。それは女性差別であるとか子どもの人権とかヘイトス

ピーチ、もちろん部落差別、もろもろ含めて１７項目あるのですが、ただその中で我々が

いろいろと人権相談をしている中で、どこまでそれが啓発につながっているのか、解決に

つながっているのかということは日々思うところです。 

○中井会長  はい、どうぞ。 

○岡田委員  繰り返し申し上げることもないと思うのですけれど、審議会って型どおり

にやるみたいなことっていうのはもうそろそろ。どこの審議会もそうです、私も大阪府も

行きますけれども。１回は全体的な包括的な話ができる審議会、先ほどお話したようにＬ

ＧＢＴもあれば部落差別もあれば在日もあれば、貧困問題もあるわけで、さまざまな議論

が人権問題にあって、トータルでどういうふうにこの審議会の中で議論するのか。その次

は特化してここは今緊急なのでこの議論をしてほしいという事務方の工夫が必要になって

いる時代に入っている。前例に従って粛々とやるというような時代ではなく、もう２１世

紀でしかも未来型の堺市をおつくりになるのであれば、この審議会の開き方も御検討いた

だければありがたいと思います。 

○中井会長  いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 
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 ありがとうございました。本日は、自治体の人権施策推進審議会のあり方そのものにか

かわる深い議論に入っていけたのではないかと思います。ありがとうございました。では

事務局から連絡事項、お願いいたします。 

○坂本人権企画調整課長補佐  本日は長時間の御審議、ありがとうございました。本日

の会議録は会長、新ヶ江委員の確認、御署名をいただいた後、各委員へ送付させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。最後に閉会に当たりまして市民人権局長から皆

様に御挨拶申し上げます。 

○河村市民人権局長  改めまして、市民人権局の河村でございます。いつものことでご

ざいますが、熱心な御議論をいただきありがとうございます。堺市におきましては男女平

等に係る事案、人権と平和に係る事案といったところに特に力を入れて進めているところ

です。今日のテーマにつきましては喫緊の課題ということで、ＬＧＢＴ並びにヘイトスピ

ーチ、部落差別解消の事案について御説明させていただいて、いろいろと意見をいただき

ました。今日の議論でもございましたが、ＳＤＧｓとか大きな視点で議論することと、今

日のような対症療法的に特化してやる議論と、いろいろと考えながら事務局運営をしてい

きたいという考えでございます。委員の皆様におきましては今後とも堺市の人権施策等に

ついて御理解いただきたいと思っておりますので、引き続きよろしくお願いいたします。

本日はどうもありがとうございました。 

○中井会長  それではこれで本日の審議会は終了いたします。ありがとうございました。 

 


